東京都や北海道など　対応要領・基準を約２倍に拡大

電子納品システム「キャルスマネージャ」新バージョンを発売

　ソフトウェア開発の株式会社ワイズ（本社：長野市　代表取締役社長　福澤直樹）は、１２月７日に電子納品システム「キャルスマネージャ」の新バージョンをリリースした。

　同システムは、施工計画書、打合せ簿、台帳、図面などの電子納品ファイルを整理し、電子納品提出データを作成するソフトウェア。ガイド機能に沿って作業を進めるだけで、ファイル整理から提出データ作成までを効率よく行える。

　新バージョンでは、対応要領・基準を約２倍に拡大。これまでの国交省・農水省・下水道事業団等の要領に３５都道府県を追加した。電子納品に関して独自の取り決めがある東京都や北海道のガイドラインにも対応した。

本体価格は９，８００円。各発注機関の要領・基準を使用するための「都道府県土木要領基準」は１本２，０００円。ユーザーは都道府県を選択して購入することが可能。ボリュームライセンス設定に加え、２月末まで割引キャンペーンを実施。現ユーザー向けに本体バージョンアップ料が５％引きになるほか、全ユーザー向けに「都道府県土木要領基準」を１本１，０００円で販売する。価格はすべて税込・１ライセンスあたり。
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大阪府

北海道 東京都 兵庫県

青森県 神奈川県 奈良県

岩手県 新潟県 和歌山県

宮城県 富山県 広島県

秋田県 石川県 山口県

山形県 山梨県 福岡県

福島県 長野県 佐賀県

茨城県 静岡県 長崎県(長崎市)

群馬県 愛知県 熊本県

埼玉県 三重県 宮崎県

千葉県 京都府 沖縄県

新バージョンでの追加要領・基準
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国土交通省 北海道開発局

同システムは全国で４７万ユーザーの同社の施工管理システム「Quick　Project」シリーズにラインナップされ、新規ユーザーはインストール後１年間フル機能を無料で利用可能。
資料請求等の問い合わせは、(株)ワイズ（〇二六―二六六―〇七一〇）　　担当　山本まで。
これまでの国交省等の要領に新たに35の都道府県の要領を追加した。








